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はじめに
筆者は昨年夏軒こ,日系叡立メーカーが通貨危機後にとった戦略転換がタイ
自動車産業のその後のさらなる生産・輸出の拡大につながった点に関心を持
ち,バンコク周辺の工業団地に入居している現地企業,政府機関1)を訪れた.
国内市場重視から輸出志向(輸出基地化) -の戦略転換によって現地化の程
度と範囲が格段にレベルアップしはじめていることに気づいた.今日,タイ
の自動車産業は国産化率規制撤廃,域内特恵関税導入によりグローバル化し,
現地企業はこのような環境下で経営をしていかざるを得ない状掛こ置かれて
いる.新しい経営環境は日系組立メーカ-の現地化戦略だけでなく部品産業
にも大きな影響を与える可能性があることを,感じ取った2).本稿は,この
ような問題意識から,日系組立メーカーの輸出基地化にともなう影響を解き
明かしていくための視点と論点を,現地で知りえた資料等に基づき示し,今
後の研究のドラフトとするものである.
本稿の構成は次のようになる.第1節ではタイ自動車産業の特徴を概観す
る.日系取立メーカ-の生産,輸出面でのプレゼンス,国産化率規制への日
系範立メ-カーの対応をみる.第2節ではタイ自動車産業を取り巻く環境変
化と現地化要請の高まりを受けた組立メーカ-と部品メーカ-の取組みをみ
る…　それを踏まえて最後に今後の研究課題を考える,
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第1節　タイ自動車産業の特徴
第1項　生産・販売・輸出の推移
図表1は,タイにおける自動車(乗用車と商用車3))の生産・販売・輸出
について1980年代半ば以降の推移を描いたものである. 1980年代前半わず
か年間10万台に過ぎなかった生産台数は90年代半ばまで内需拡大に支えら
れて順調に増加し,ど-クの96年には60万台近くまで達していることがわ
かる4)・しかし1997年～98年は通貨危機の影響で大幅に激減し, 98年には
ど-ク時の約70%減に相当する20万台を割り込んでいた. 99年以降は,坐
産,販売ともに順調に回復してきているが,生産は販売を上回って増加して
きている.両者のギャップは年を追って拡大傾向にあるが,それを埋めてい
図表1タイ自動車産業の生産・販売…輸出の推移
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るのが90年代末からの輸出増である.輸出の伸び率は国内販売のそれを上
回る.輸出比率で見ると, 1998年-2004年の間は平均36%前後である.
第2項　組立メーカー
タイの自動車生産は,タイ政府が1960年代初頭に産業投資奨励法を改正
し,輸入税,営業税等の優遇措置を盛り込んだ輸入代替産業育成政策,完成
車輸入への高関税を賦課したことに対応する外国メーカ-の現地生産化
(ノックダウン生産)にはじまる5).
外国メーカーとして2番目に進出したトヨタは1964年にトヨタ・モ-
クー・タイランドを設立し,乗用車と商用車の生産を開始した.続いて,≡
秦(1966年,秦,商),いすゞ (1966年,商),サイアム日産(1973年,乗,
商).ホンダ(1993*」,乗)などが進出した.日系以外では, Auto Alliance
(1995年,商), BMW (1997も乗), General Motors (1992年,秦,商),
Thonburi Automobile Assembly (1963年,乗,商) , Thai-Swedish Assembly (1976
午,乗,商), Y.M.C.… AssemblyPlant (1973年,莱)などが進出している・
2006年現在で16社が組立工場を設けている(ASEAN& Thailand Auわ棚-
tive IndustりDirectory).
2004年時点での各社合計の乗用車,商用車の生産台数は,同資料によれ
ば928,081台であった.うち商用車の割合が7割弱であることから商用車中
心の生産体制であることがわかる,同年の生産台数について,メ-カー別の
シェアを見ると,トヨタが一番で全体の約3軌　いすゞ,三菱,ホンダの順
となる.日系メーカ-全体で7割を越える.国内販売を見ると,商用車は,
優遇税制や生活習慣から人気が高いこともあって全体の6割以上を占める.
輸出の状況を見ると,メーカー別で三菱が一番で全体の約3割を占め,トヨ
メ,ホンダの順となる7),日系メ-カー全体で6割強であり輸出面でも日系
メ-カーが牽引していることがわかる…
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第3項　部晶メーカ-
自動車産業の特徴は,組立メーカーと部品メーカーの分業体制が明確であ
ること,頂点に組立メ-カーが位置するピラミッド型の産業構造をしている
ことである,日本の自動車産業の場合,組立メーカ-は全部品の約7割を系
列関係にある部品メ-カーから調達している…　ノックダウン工場を新設して
生産現地化を進めてきた日系組立メ-カー各社は部品産業の育成,タイ政府
の国産化要求に応じるべく部品調達の現地化にも取組んできた.図表1で描
かれている生産台数の拡大の背景には,部品メ-カーの参入と集積がある.
タイの部品産業は,通貨危機後,資金力の乏しい地場部品メーカーが廃業
に追い込まれたとはいえ,東アジア地域で見て企業数はもっとも多く,層
も厚い.
部品産業の構造的な特徴を見るために,部品メーカーの資本形態で,組立
メ-カーとの取引関係(1次部品メ-カーを「Tier l」, 2次部品メ-カーを
「Tier2」, 3次部品メーカーを「Tier3」)を整理したのが図表2である,
外資50%超の企業(日系メーカーが大半)は「Tier l」に属する…　タイ
50%超の企業(主に日本から技術支援を受けた企業)は「Tier l」や「Tier2」
に属する.タイ100%は「TierlJ 「Tier2」,および「Tier3」の一部に属する,
図表2　タイ自動車部品メ-カーの資本形態別企業数
部 品 グ ル ー プ 外 資 50% 超 タ イ 50% 超 タ イ 100% 合 計
エ ン ジ ン部 品 35 (56% ) 8 (1396) 20 (32% ) 63
電 気 部 品 27 52 10 (19) 15 29 52
駆 動 ′変 速 機 29 56) 6 (12) 17 (33) 52
サスへ。ソシゴV/7'ト キ 21 60) 1 3) 13 (37) 35
草 体 関 連 部 品 45 (38) 17 (14) 57 (48) 119
ア ク セ サ リ】 19 (49) 2 5 18 (46) 39
そ の 他 Ill (32) 24 (7) 214 (61) 349
合 計 287 (40 68 10) 354 50 709
(出所) Thailand Automotive Instituteより.
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なお, 「Tier l」を含む「Tier 2」,および「Tier 3」は3000杜程度存在する
と推計される(工業調査研究所)…　部品グループでみると,エンジン部品,
駆動/変速機など重要な部品や高い精度が要求される部品は外資50%超に占
有されており,高度な技術・ノウハウを要求しない部品は地場企業から調達
されている状況が読み取れる.付加価値で見て地場の割合は,わずか3割に
留まるという分析結果がある8),
タイでは部品産業の集積が進んだことにより9㌧　輸出が拡大している点は
注目される…　ボディとコンポーネントを合わせた部品輸出は,金額で見ると
1997年から2004年の間に23倍の増大振りである.周辺国だけでなく日本,
欧米にたいしても輸出されている.部品産業自体も近年輸出志向になってい
ることが推察される…
国産化率規制と日系組立メーカーの対応
タイ政府は他のアセアン諸国と同様な国民車構想を掲げていたわけではな
かったが,国産化を促すための規制(部品国産化率規制)を完成車の輸入を
抑制する時期から課してきた. 1970年代初頭の部品国産化率は15%であっ
た…　70年代中頃(73年～78年)には25%まで引き上げられた…　その後は乗
用車と商用車で若干の差を設けながら図表3に描かれているように5%水準
で段階的に引上げられ, 87年には50%を超えた.この規制が撤廃される前
1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993
(出所)佐藤,足立[1998],第3裏, 5ページ.
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年の1999年は乗用車には54%,商用車には62-65%が課された.
このような部品国産化率規制の強化(引上げ)にたいする組立メーカーの
反応は,欧米メ-カ-と日本メ-カ-間で分かれた.市場の狭陰性と規制強
化を嫌い,撤退を選んだ欧米メーカー10)とは対照的に,日本メーカーは居
残りを続けた.国産化率が15%から25%に引き上げられた時期に日本メ-
カーがとった解決策は,日本国内の1次部品メ-カーのタイ進出を要請する
ことであった.進出後も経営が続けられたのは,輸入関税の高さなどから,
タイ国内の市場価格は生産コストを吸収できる状況にあったからであるとい
われる.利益を確保できる状態の下で,設備投資拡大,進出が続いた.
タイ政府は1987年にエソジ-/の国産化を各メーカ-に求めた.この要求を
満たすためには部品メーカーの技術力の向上が不可欠であったことから部品
産業に甚大な影響を与えたといわれる.タイ政府はその後,国産化率規制を,
外国メ-カーの要求に応える方向に見直し,エンジンブロックやシリンダー
ライナ-など重要機能部品に対する単品指定の国産化率規制に改めた1!)普
た1994年6月に自動車産業の支援産業をタイ国内に誘致するための政策,捕
助部品にたいする投資奨励制度を設けた.
ところが,タイ政府は,部品産業育成に貢献した国産化率観制を,国際機
関の要請にしたがい2000年に一部の品目を除いて撤廃している12)加えて
組立メーカーの新規参入を認める自由化を行なった…　このような大胆な政策
転換にたいし,地場部品メーカーの経営悪化や部品メーカー間の格差拡大に
つながることが懸念されている…　具体的にいうと,現在,最大の生産台数を
誇るトヨタは,本格的な輸出時代の到来に向け,取引部品メーカーにはトヨ
タ生産システム(TPS)の導入と運営の徹底をはかっている. TPSの導入を
経験済みの部品メーカーとそうでない部品メ-カーの二極分化が起こり,後
者の部裸に入る地場部品メ-カ-は取引関係の継杭が困難となり,衰退に追
い込まれることを危供するものである.
日系組立メ-カ-の国産化率は規制撤廃後も上昇し,平均70%を上垣]っ
ている.エンジンの国産化を達成後もいっそうの現地化を進めてきた成果で
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あることがうかがわれる.国産化率引き上げにどのように取組んできたのか
について次節でみる.
第2節　組立メーカ-の現地化戦略
第1項　輸出志向化による影響
日系虹立メ-カ-は, 1990年代末から輸出志向化を強め,タイ工場は国
際市場向けの生産拠点としての役割を担うようになってきた.このことが自
動車の競争力を決める品質(Quality),コスト(Cost),納期(Delivery),
人材育成13)技術移転のあり方にどのような影響を与えているのかを示した
のが,図表4である…　右へシフトする過程でどのような戦略・行動が実際に
とられてきたのかを,事例を見なから確認する.親立メーカーの輸出志向は
部品産業にも重大な影響を与えることから,部品メ-カ-の取親みについて
もみる.
匿表4　日系組立メーカーの戦時と技術移転
国内市場中心の生産拠点　-　国際市場向けの生産拠点
CI997年以降)
I4
国内販売+輸出で規模拡大
品質,コスト,納期のレベルアップ(輸
出仕様の生産体制の構築)
経営現地化,人材育成の要請強まる
1
製造能力向上型の技術移転
(長期志向で包括的な技術移転)
(出所)筆者作成.
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第2項　事例
トヨタはタイに取立工場(トヨタ・モーター…タイランド, 1964年創業,
以下,タイ…トヨタと称す…)とェンジン製造工場(サイアム・トヨタ,
1989年創業,現地資本との合弁,設立時トヨタ側40%出資)を持つ.紅立
工場は前述したように日本メーカ-としては最初の工場であった.商用車(ハ
イラックス)と乗用車(カロ-ラ等)の生産が行なわれている…　タイ…トヨ
タにおける創業期から今日までの生産台数の推移を見ると, 1980年代半ば
までは年産3万台以下, 90年代半ばには12万台に達し,直近の2004年で
は27万台である. 90年代以降このような生産拡大が可能になった背景には,
急成長する国内市場向けの専用工場の増設などの拡大投資や,技術移転が行
なわれてきたことがある14)
通貨危機をこよる内需の激減は,当時,生産能力の増強をはかっていたトヨ
タにも大きな打撃を与えた.工場の稼働率を確保するための策としては,冒
本本国からオーストラリア向けの商用車の生産を割り当ててもらうことや,
アジアカーの輸出拡大がとられた15)これを機に,タイ工場の基本戦略が国
際市場向けの生産拠点へと修正されていき,商用車の輸出が90年代末から
本格化しはじめた.また,ディーゼルエンジンなどの部品輸出を周辺国およ
び日本…ヨーロッパへ拡大させはじめた. 2002年にIMV (International
Multipurpose Vehicle)構想発表後は,アジアカ-の後継車種の生産に乗り出
した16)また2004年にトヨタグル-プ内の商用車の生産拠点をタイ工場に
集中させる戦略を発表後は,輸出拠点としての役割がいっそう強まっていく
ことになった.さらに輸出基地化を呪み,世界的な競争力を確保するための
研究開発拠点を2003年に設立するなど,エンジニアリングから生産準備を
現地で対応できるよう包括的な技術移転を行なうようになった.以上が輸出
志向へと向かう過程でとられた戦略である…
輸出国の拡大は言うまでもなく車種のパリエ-ショ./を増加させるので生
産現場の対応能力が問われてくる.また輸出先ごとの品質基準への対応も求
タイ日系自動車企業の現地化戦略　129
められる.輸出志向にともなうこのような2つの要求を解決しながら自動車
の競争力を維持するためには,工場レベルでのQCD (Quality, Cost, Deliv-
ery)能力を格段に向上させること,また構成部晶の約7割を生産する部品
メーカーの能力を(同時に)引上げる部品メ-カ-を巻き込んだ生産革新が
必要となった.トヨタはTPSを学習する場として,会員企業同士で相互学
習する「自主研」, 「TPS道場17)」を組織化し,現地部品メーカーのQCD能
力を引上げる支援を行なってきた.自主研に当初から参加している地場企業
のなかからJIT (Just in Time)の普及に貢献した企業も現れている. TPSの
基鍵を教える「TPS道場」には部品納入企業を中心に70数社の参加がある
という.トヨタの部品メーカーに対する支援は上であげたもの以外にも,午
間取引金額に基づくTCC (トヨタ・コ-ポレ-ショソ.クラブ)という協
力会を通じて,技術移転や経営指導が行なわれている.地場企業も数社
TCCに加盟しており, TPS導入のための指導を得てQCDの向上に取阻んで
いる企業がある.
車種ごとの国産化率をみると, 2003年時点で乗用車は65%,商用車は
75%であった18)部品調達先企業の資本別の内訳は,地場が21 (7) 96,ア
セアン域内が15 (6) 96,欧米が4 (2) 96,残りの60 (85) %がトヨタ系
列日系という状況であった(括弧内の数字は金額ベースの比率).ただし地
場企業について,日系企業からの支援の有無で分けたとき,支援がある企業
は12 (6) %,ない企業は9 (1) %という状況であった19)…トヨタの取引
先にはTPS導入がなかは前提となりつつあり,地場メーカーの対応能力い
かんによっては,今後,日系依存が強まる可能性は考えられる.
第3項　日系部品メーカーの取組みとその成果
ここでは部品メーカーのQCD能力の向上への取組みを簡単に示す.東ア
ジア地域に製品ごとの生産拠点を設置し,相互供給体制を構築しているある
日系大手部品メ-カーでは,数年前から=場の生産ラインでTPSを実施し
てきた.導入後2, 3年でリードタイム(作業時間)の6割短縮,在庫の6
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割削減が実現されている.その結果,生産コストの大幅削減および工場スペ-
スの縮小,またライン拡張にともなう設備投資資金の削減も達成されてい
る20)
また,今日では,現地人従業員の技能教育や技術教育に加え, QCサーク
ルなどの全員参加型の職場作りの試みもされている(改善提案の採用実績も
ある).このような生産活動に直結しない活動にも取組む真の目的は,自動
車の輸出基地化とともに部品生産の分野でも高いレベルのオペレーション管
理が要求されることになるため,工程管理など実際のオペレーション管理に
携わっている現地人従業員の意識改革や動機付けの重要性が高まっているこ
とにあるといわれる21)
第4項　地場部品メーカーの技術能力向上をはかるための視点
タイの地場部品メーカーの問題点として, QCD能力が不十分なこと, EM
(Engineering, Marketing)に対する理解が浅いこと,人材育成に対する意識
が低いことがよく指摘される.ここでは,エンジニア1)ングにおける能力の
構築をはかる上での視点22)を記す.
エンジニアl)ソグはモノ作りの上流工程に位置するが,具体的な作業には
「設計」 「評価」 「実験…解析」がある.これらの能力を構築する上での要件
について,いくつかの意見が聞かれる.モノ作りの上流工程に関わる能力の
開発に至る過程で,まずTQM (Total Quality Management)がしっかり確実
に運営されていることや, QCD能力の十分な構築が前提になること.また,
設計や評価上の能力はモノ作りの段階的な発展とともに養成されるものであ
るから設計変更などの経験の蓄積が必要となること.
こういった視点から,エンジニアリング面での能力の構築を考えると,実
現に向けての課題も見えてくる…　QCDを繰り返し着実に向上させていくこ
とや, 1)バ-スエンジニアリングへの取組み,設計変更の経験を蓄積させる
ことなどがあげられる.地場部品メーカーで近年,自発的に製品開発に取組
み始めた企業も現れている.今後このような企業にたいする事例研究は,臥
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上の点を確認するためにも必要であろう…
g&saに
日系組立メーカ-の輸出志向(輸出基地化)は,輸出仕様の生産体制の構
築をともなうものであった.組立メーカーは工場レベルでの製造能力向上が
必要となり,そのための技術移転に取組んできた.自動車の競争力に影響を
与える部品産業にも輸出対応が求められ,部品メーカ-も組立メーカーの支
援を受けながらQCDの向上に取組んできた.
輸出基地化の進見　日系紅立メーカ-の部品調達行動によっては,今後,
部品メーカー間の選別がすすむ可能性が高いことが予想される.日系部品
メ-カーは本社からの支援が得られやすいので組立メ-カーの要求に応じて
いくことはそれほど困難なことではないが,資本力に乏しく技術導入の機会
に制約がある地場部品メーカ-にとっては深刻である.彼らの技術能力向上
ェンジニアリング能力の構築をはかる上での視点を示した.この面での地場
部品メ-カ-の取組み,組立メーカ-の支援,政府の役割について,今後の
研究において考察していきたい.
【注】
1)調査は2006年9月実施組立メーカー,部品メ-カ-数札およびBOIを訪問.
2)本稿はタイ日系自動車企業の現地化戦略というタイトルにしているが,部品産
業の技術力向上に果たす日系企業の役割に焦点をあてている.
3)タイでいう商用車とは,ピックアップ・トラック(排気量によって多少のバリ
ェ-ショソあるがlトンが主流)のことをいう.以下,商用車はピックアップ・
トラックの絵称として衷記している.
4) 1980年代以前の生産台数は, 1965年は2万　　70年代は4万台, 75年は7万
色　78年から82年の間は9万台程度だった.佐藤,足立(1998), 4ページ.
90年代の販売増は経済成長にともなう所得職　中間所得層の購入によるとこ
ろが大きい.
5)完成革とノックダウン部品に対する関税の差がノックダウン生産の誘因にも
なった. 78年には完成車の輸入が禁止された.外国メ-カ-のタイ現地生産
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は受身で開始したが.進出後40数年におよぷ生産経験の蓄頓により組立作業
にかかわるオペレ-ション管理を現地人従業員がマスタ-できていることに加
え,市場規模やインフラの盤備状況の点で他のアセアン諸国に比べて優位にあ
ること,アセアン産業協力協定(AICO: ASEAN INDUSTRIAL COOPERATION
SCI王EME)など共通要素が多いことなどにより輸出拠点としての役割を担う
ようになった.
6)自動車奴立の最小生産台数は,プレス設備など製造設備の稼働率の制約から年
産20万台は必要といわれることから,今日の組立メ-カ-数から判断すると
今後は供給過剰の状態に至る恐れが予想されよう.
7)輸出台数で三菱がもっとも多い理由は,同社の東アジアにおける事業戦時に求
めることができる, 80年代から輸出指向の地域戦略をとっていたといわれる…
BBC (BRAND to BRAND COMPLEMENTATION)認定がもっとも早かったこ
とはそのことを裏付けている.
8)訪問調査に基づく.
9)日系メ-カーの組立拠点周辺に,タイ国内市場向け.輸出戦略と連動して形成
されてきたことが,統計資料等から明らかにした酒井[2005]によって確認さ
れている.
10)欧米メーカーはアセアン市場の将来性を見越して1990年代再進出した.例え
ばフォードはマツダとの合弁で1998^, GMは2000年,輸出を視野に入れた
量産工場を設立している.
ll)酒井[2005], 158ページ　-163ページ.
12)タイ政府は部品国産化率規制の撤廃と並行して,部品メ-カ-を保護する必要
からCKD部品の輸入関税を引上げた.
13)タイ日系自動車企業の基本戦時と人材育成の関係を,アンケ-ト調査およびイ
ソタビ11-調査(両調査とも1997年と99年の2回実施)で調べた植木[2002]
によれば,輸出志向が載い企業ほど現地人従業員の人材育成(日本型経営技術
の移転)に熱心に取組むことが確認されている.
14)タイ・トヨタ,サイアム・トヨタにおける操業後から90年代半ばまでの生産
現地化プロセス, TPSの導入　品質管理などの管理体軌　技術移転を,詳し
く紹介した文献として熊谷[1995]がある. 90年代,専用工場の設置はホンダ,
三菱でも行なわれている,
15)通貨危機後の日系組立メーカ-の対応を詳しく紹介した文献として折橋[2003]
カ'*I、.
16)トヨタはアセアン諸国で部品の国際分業体制を築いている,タイではディ-ゼ
ルエンジン,シリ-/ダーブロック,ボディパネル,フイリピソではトランスミッ
ション,マレーシアではステアリング部品,インドネシアではガソリ./エンジ
ンを製造し, BBC, AICOを利用した部品相互補完ネットワークを構築してい
る.
17)実際に生産ラインを稼動させながら後工程からのプル生産方式を学ぶプログラ
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ムをいう.地場企業を数社選出し,それらの企業にたいし,トヨタが専門家を
3週間ほど派遣し,指導にあたる…　派遣先地場部品メ-カ-は今のところ大手
が中心である.訪問調査に基づく.
18)トヨタの水準は,日系メーカー平均より若干高く,欧米メーカー平均とは格段
に高い…　工業調査研究所『タイ自動車産業の生産実態と部品需要2003/
2004,』…　今日さらに上昇している.
19)訪問調査に基づく.
20)訪問調査に基づく.
21)訪問調査に基づく…
22)訪問調査に基づく.
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The Localization Strategy of Japanese Automobile manufacturers m Thailand
Hitoshi Furui
In recent years, there have been two major transitions in the automobile mdustrッof
Th血d… First-the assembly manu血cturers have become more export oriented… Sec-
ond-because of the Thai government's policy of deregulation, competition in the market-
place has become increasingly丘erce.
In response to changes m the expanding and changing automobile market, Japanese
raanuhcturers have adjusted their business strategies through cost reduction, and by in-
creasing their domestic production. Additionally, for the automobile industry to maintain
its competitiveness it has been necessary to initiate product innovations, in cooperation
with the producers of components (the auto parts suppliers).
This article argues for the necessity for加her improvements. These include an Engi-
neenng and Marketing system that is linked to further improvements, made by producers
of components, in quality control, cost control, and in supply. Though the research (;丘eld
work) is limited at this time, initial efforts at improvements m the areas and capabilities
as described above have been introduced,… In the future, selection from a greater number
of local components manufacturers will be available, thus emphasizing the critical need to
improve the engineering capabilities of these local producers.
